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2026 年 6 月 15 日 

各位 

日本軽金属ホールディングス株式会社 

株式会社神戸製鋼所 

 

 

 

 

アルミ押出事業の統合に関する基本合意について 

 

 

日本軽金属ホールディングス株式会社（以下、日本軽金属）及び株式会社神戸製鋼所（以下、

神戸製鋼所といい、日本軽金属とあわせて両社）は、2027 年 4 月以降を目途に両社の国内アル

ミ押出事業を統合（以下、本統合）すること、及びその具体的な条件の検討を進めることにつ

き、本日付で基本合意書を締結しました。 

 

1． 本統合の目的 

アルミ押出事業において、日本軽金属は輸送機器や産業機器、社会インフラ、容器等幅広い

分野へ、神戸製鋼所は主力の自動車部品を中心に鉄道車両や店売向けに、高品質なアルミ押出

品を安定的に供給してきました。 

昨今の事業環境を踏まえ、両社間で協議を重ねた結果、両社が有する経営資源を統合し、ア

ルミ押出関連事業の競争力強化を図ることにより、以下に掲げるメリットを両社がそれぞれ十

分に享受することが可能と考え、本日、本統合について基本合意書を締結しました。 

 

• 両社の強みを融合し、持続的な事業成長と企業価値の向上を目指します。神戸製鋼所が有

する高度な合金開発力と、幅広い供給体制を活かして自動車分野を牽引するとともに、日

本軽金属の優れた加工技術を組み合わせることで高付加価値製品の創出を実現します。ま

た、日本軽金属が多様な分野で培ってきた受注実績を活かし、事業ポートフォリオの安定

化とボラティリティの低い事業運営を通じて、統合会社としての安定収益基盤の強化を図

ります。 

• ロケーションを考慮したスクラップ回収体制の最適化によりリサイクル効率を高めるとと

もに、グリーン地金の安定的な調達体制の構築、省エネルギー及び省資源活動を通じてカ

ーボンニュートラルへの対応を一層強化します。また、ロケーションスワップを活用した

最適な生産・物流体制の構築により、総合設備効率の向上、物流費の削減と環境負荷の低

減を実現し、更に双方の技術的知見とノウハウを生かし共通設備の投資や抜本的なコスト

削減を実施していきます。これらを進めていく事で環境対応力及び競争力の強化を目指し
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ます。 

 

2． 本統合の基本条件 

(1) 本統合の対象範囲 

【日本軽金属 HD】 

• 日軽金アクト㈱の全事業 

• 日軽金アクト㈱以外の日本軽金属グループの事業のうち、日軽金アクト㈱の新潟工場

及び蒲原工場における生産品目に関する部門、並びに、押出事業に関連する部門 

 

日軽金アクト㈱が上記事業を承継のうえ、統合会社の子会社となることを予定 

 

【神戸製鋼所】 

• 長府製造所におけるアルミ押出・ビレット鋳造・加工品事業に関する部門 

• 国内のアルミ押出事業に関連する営業部門 

 

神戸製鋼所から上記事業を分割して設立する会社が、統合会社の子会社となる予定 

 

(2) 本統合の方法 

本統合の取引ストラクチャーについて現時点では、統合後の事業体（以下、統合会社）

が共同持株会社の形態をとることを想定していますが、詳細については今後、両社で誠実

に協議の上決定します。 

(3) 統合期日 2027 年 4 月以降（予定） 

(4) 本統合後の出資比率 

統合会社に対する両社の出資比率については、日本軽金属が過半数の割合を占めること

を基本方針として想定していますが、今後両社で誠実に協議の上決定します。 

 

 

3． 両社の概要 

＜日本軽金属ホールディングス株式会社の概要＞ 

社名 ：日本軽金属ホールディングス株式会社 

本社所在地 ：東京都港区新橋 

代表者 ：代表取締役社長 朝来野 修一 

創立 ：2012 年 

売上高 ：5,855 億円（2026 年 3 月期） 

従業員数 ：12,123 名（2026 年 3 月 31 日現在、連結ベース） 

主要事業 ：アルミ関連製品の製造・販売 
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＜株式会社神戸製鋼所の概要＞ 

社名 ：株式会社神戸製鋼所 

本社所在地 ：兵庫県神戸市 

代表者  ：代表取締役社長 勝川 四志彦 

創立 ：1905 年 

売上高 ：24,365 億円（2026 年 3 月期） 

従業員数 ：38,614 名（2026 年 3 月 31 日現在、連結ベース） 

主要事業 ：鉄鋼アルミ、素形材、溶接、機械、エンジニアリング、建設機械、電力等 

 

４．今後の日程 

2026 年 6 月 15 日（本日） 本基本合意 

2026 年 11 月末頃（予定） 最終契約締結 

2027 年 4 月以降（予定） 統合会社設立 

本統合の実施に向けた手続きは、公正取引委員会など関係当局への必要な対応を行いながら進

めてまいります。 

 

５. 今後の見通し 

本基本合意が両社の 2027 年 3 月期の業績に与える影響は軽微です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リリースに関するお問い合わせ 

日本軽金属ホールディングス株式会社 企画統括室 広報・IR 担当 03-6810-7160 

株式会社神戸製鋼所 総務・CSR 部 広報・広告宣伝グループ 広報担当 03-5739-6010 

 


